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２００８年（平成２０年）労働組合基礎調査結果に対する談話
１．厚生労働省は、12月16日「2008年労働組合基礎調査結果」（2008年6月30日現在）を発表した。今回の調査結果では、労働組合員総数が微減（1.5万人減）であったにもかかわらず、雇用労働者数が前年と変わらなかったため、推定組織率は、2007年と同様18.1％であった。団塊世代の大量退職や単位労働組合数が減少する中で、連合組合員数は前年比1.2万人と微増ではあるが、関連企業の組織化や非正規労働者の組織化に組織力を傾注した結果が現れた。取り組みにはばらつきがあるものの、成果を挙げた構成組織の労を多としたい。

２．調査結果の概要は、2008年6月現在の雇用者総数は、5,565万人で前年同数、単一労働組合の組合員数は1,007万人と前年比1.5万人の減少となった。連合は、構成組織・地方連合会加盟の組合員総数で全労働組合員数の67.2％にあたる676万人となった。

３．規模別、雇用形態別で見れば、企業規模が大きいところ（300人～999人、1000人以上）で組合員が増加している一方（合計＋26.5万人）、企業規模が小さいところ（100人～299人、99人以下）は組合員が減少（合計▲1.9万人）している。企業規模別の推定組織率を見ると、企業規模1,000人以上の組織率は45.3％（前年比2.2％減）、100人～999人の組織率は13.9％（前年比0.4％減）、99人以下での組織率は僅か1.1％（前年と変わらず）となっている。一方、短時間雇用者数は、1,232万人と前年より14万人増加し、全雇用者総数の22.1％を占めている。パート労働組合員数は61万6千人（前年比2万８千人増加、増加率4.7％増）となり、全労働組合員数に占める割合は6.2％であり推定組織率は5.0％と、前年比0.2％増となっている。

４．今回の結果について、全体としては以上の通りであるが、構成組織や地方によって組合員の増減にばらつきがみられる。各々取り組みを強化しているところにあるが、今回の結果をふまえ、いま一度組織拡大活動の再点検を行い、労働組合員数、組織率ともに回復させていくことを目指していかなければならない。

５．雇用情勢は極めて深刻な状況にあるが、雇用や労働者の権利を守るための最大のセーフティネットは労働組合をつくり、自ら交渉することにあることは言うまでもない。労働者が団結する権利は憲法で保障されている。あらゆる職場で組合をつくる運動を連合としても積極的にすすめていく。なお、一部企業に、求人に際して労働組合加入を制約する条件を付していることが発覚した。こうした不当労働行為は断じて許されない。連合は働く者の団結する権利を侵害する行為には断固として闘っていく。そして、連合は労働者の権利や雇用労働条件を確保するための基盤の拡充の観点から労働組合づくりを促進するなど組織拡大に全力を挙げる。
以上
